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第１章

グローバル化・成熟化と日本の航空貨物輸送

�野 仁子

第１章 グローバル化・成熟化と日本の航空貨物輸送

はじめに

日本の航空貨物輸送は，日本経済の成長およびグローバル化と軌を一に

しながら発展を遂げてきた。とくに，日本の航空貨物市場は世界の成長地

域であるアジア経済圏に隣接していることもあり，アジアワイドの新興諸

国市場のグローバル化のいっそうの進展と，グローバルサプライチェーン

の高度化にともない，今後も持続的な成長が期待されている。

しかし一方で，日本の航空貨物市場をめぐり，大きな環境変化を象徴す

る事象が観察されてきた。１９９０年代以降，アジア経済圏の高度成長に伴っ

て堅調な増加を持続してきた日本の国際航空貨物輸送が，２０００年代半ば以

降，抑制基調に転じたようにみえる。先んじて，１９９０年代半ばには，アジ

アのハブ空港として長らく世界最大の国際航空貨物取扱い空港であった成

田国際空港（Narita International Airport――以下，成田空港）は，台頭するア

ジアの巨大空港にその地位を明け渡し，以降世界ランキングを低下させて

きた。

また，国内航空貨物輸送量は，２００８年のリーマンショックに相前後して，

停滞傾向を示し始めた。航空貨物輸送の要でもある日本の空港は，現在９７

空港が運用されているが，ハブ空港としての国際競争力の相対的低下問題
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だけでなく，隣接する空港間での機能分担の再編成問題，あるいはまた，

経営難に直面している多くの地方空港では，存続の可否自体が社会的政治

的問題として問われざるを得ない状況も生じている。

このような事態に示されているように，日本の航空貨物輸送は現在，大

きな変化を経験していると考えられる。本章では，日本の航空貨物輸送を

めぐるパラダイムシフトについて概観するとともに，転換期に直面する日

本の航空貨物輸送の近年の動向を検討し，その現状と課題に言及したい。

第１節 日本の航空貨物輸送のパラダイムシフト

本節では，日本の航空貨物輸送が現在直面する環境変化について検討す

る。近年，世界の物流市場には，新興諸国市場の高い成長と先進諸国市場

の停滞基調という二極化傾向がみられる（１）。航空貨物市場も例外ではない（２）。

日本の経済社会は，航空貨物でも成長著しい東アジア経済圏に隣接し，

ASEAN，オーストラリアやインド，そしてロシアや中東にまで拡大するア

ジアワイド圏の高成長地域に最も近い先進国という地理的特性を有してお

り，その特性を優位性として生かし得る可能性を保持している（３）。しかし一

方で，急速な高齢化に加速された成熟化も同時的に経験している。グロー

バル化のダイナミズムと成熟化との同時進行によって，日本の航空貨物輸

送は多大な変化に直面しているといってよい。以下では，日本の航空貨物

輸送をとりまく大きな環境変化について，３点に整理して指摘しておきた

い。

１．日系企業の現地化戦略の展開

第１は，日本経済のグローバル化の発展・深化によって，日本経済のグ

ローバル化の具体的様相である貿易や投資構造が変化してきたという点で

ある。これまで日本企業のアジア展開は同時に，日本発着貨物量の増加に

帰結していたが，その構造に変化がみられるようになり，２０００年代中頃よ
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り，日系企業のアジア展開の進展が，必ずしも日本の航空貨物市場の成長

に直結しない事態がみられるようになっている（４）。

表１―１に，日系企業が２００７年から２０１３年にかけて，国内および海外で拡大

した機能が示されている。日本国内において高付加価値品の生産および新

製品開発を重視している一方で，海外，とくにアジア太平洋地域において，

高付加価値品の生産や現地市場向け仕様変更の拡大を積極的に行っている。

日系企業のグローバル化が現地化戦略という傾向を強くもちながら進展し

ていることが示されている（５）。

アジア経済圏の生産技術力の高度化だけでなく，中間層あるいは BOP

（Base of the Economic Pyramid）層の消費市場の拡大や，それらに伴うアジ

ア経済圏の域内循環の高まりに応じて，日系企業の現地化戦略はいっそう

促進されることになる。加えて，ロジスティクスコストおよびグローバル

サプライチェーンのリスク要因の抑制という要請も，現地化戦略を加速化

させる要因となっている（６）。日本のグローバル化は，ローカリゼーションの

同時的進行を呼び起こす段階に至ったと考えられる。その結果，グローバ

販売
機能

生産
（汎用品＋高付加価値品）

研究開発
（新製品開発＋現地市場向け）

地域
統括

物流
機能

その
他生産

（汎用品）

生産
（高付加
価値品）

研究開発
（新製品開発）

研究開発
（現地市場向
け仕様変更）

国内（製造業） ８０．５ ６０．２ ２２．０ ５４．０ ５２．４ ５１．５ １４．８ ３．９ ７．５ －

国内（非製造業）７９．６ ２１．９ ８．４ １８．２ １９．４ １８．６ ４．２ １．８１５．４ ７．８

海外全体 ８０．３ ５３．９ ３９．９ ３０．６ ２０．５ １０．９ １６．５ １１．１１３．４ ４．７

アジア太平洋州 ７３．４ ４９．０ ３６．２ ２７．３ １７．２ ８．６ １３．９ ９．１１０．７ ３．８

北米・中南米 ２８．５ １０．５ ７．０ ６．０ ４．６ ２．１ ３．８ ２．９ ２．２ １．２

米国 ２０．６ ６．３ ４．１ ４．３ ４．１ ２．１ ３．１ ２．６ １．２ ０．５

メキシコ ５．５ ２．９ ２．２ １．０ ０．２ － ０．２ ０．１ ０．７ ０．４

西欧 １３．１ ２．１ １．２ １．５ ２．３ １．３ １．５ ２．２ ０．４ ０．３

中・東欧 ２．９ ０．６ ０．５ ０．４ ０．４ ０．１ ０．４ ０．１ ０．３ ０．１

中東・アフリカ ６．７ １．１ ０．７ ０．６ ０．４ ０．１ ０．３ ０．１ ０．８ ０．４

表１―１ 国内・海外で拡大する機能（２００７～２０１３年度）
（単位：％）

（出所）『通商白書』（２０１４，２４４）（原資料：日本貿易振興機構（２０１４）「２０１３年度日本企業の海
外事業展開に関するアンケート調査」）。

（注） 母数は，国内１５６６社，海外１１１９社。
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ル化は一方で，日本発着物流量の抑制要因として作用することも予測され

ている。とくに，汎用部品の現地化だけでなく，これまで日本から輸出さ

れていた高付加価値部品調達の現地化が，日本の輸出航空貨物量に与える

抑制的影響が懸念されている。このような変化に対応して新興諸国市場の

成長力を取り込み得る，新しいビジネスモデルの開発や政策的対応の必要

性が増している。

２．成熟化とグローバル化のダイナミズム

第２は，日本社会の成熟化現象の進展とかかわっている（７）。世界的にみて

も日本の高齢化は，ヨーロッパ地域や北米地域の先進国よりも急スピード

で進展している。日本の国内市場は，一定規模のボリュームを維持しつつ

も，今後急速な成長を見込むことはできない状況にある。急速に進む成熟

化のもとで，航空貨物市場の今後の発展をどのように展望し得るのか，と

いう困難な課題に直面している（８）。

成熟化と物流市場の関係性について本章で検討することはできないが，

ここでは以下の点に留意しておきたい。すなわち，東アジア諸国も今後急

速に都市化や高齢化を経験すると予測されている点である。アジア全体の

生産年齢人口比率は，現在すでにピークから減少に転じつつあり，２０３５年

には生産年齢人口も減少に転じると推計されている。新興諸国の高成長を

支えた要因のひとつとみなされた人口ボーナスの恩恵が，今後アジアでは

急速に失われるという事態に直面している（９）。

また，アジアの高齢化とかかわって，現在の新興諸国市場の成長が鈍化

するとともに，新たな成長地域が急速に台頭する可能性が指摘されており，

世界の成長を牽引する新興国市場がグローバルレベルでかなりのスピード

で地域的に移動することが予測されている。この点も，グローバリゼーショ

ンの現代的特質のひとつとして留意しておく必要がある。現在世界の成長

を牽引する上位中所得国での高齢化が今後急速に進むとともに，人口ボー

ナスの恩恵は上位中所得国のグループから下位中所得国へ，やがて低所得

国に移り，２０４０年以降も人口増加が見込まれるのは低所得諸国だけとされ
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ている（１０）。

もとより，人口だけが新興諸国の台頭を促す要因ではないが，人口ボー

ナスの存在が新興諸国の高成長に強く寄与する要因であることをふまえれ

ば，以上のような人口予測のうちに，成長地域のグローバルな移動の高い

可能性が示されている。成長地域のグローバル規模でのスピーディな移動・

展開が，グローバリゼーションの今日的ダイナミズムの表れであり，それ

に伴うロジスティクスのグローバル構造の不断のかつスピーディな変化こ

そ，長期にわたり継続するトレンドである。これらの点を冷静に観察する

ことが，世界と日本の航空貨物市場の今後の動向を展望するうえで不可欠

である。

３．空港・航空政策の転換

第３は，日本のインフラ政策の転換である。国土交通省は現在，戦後７０

年の日本の社会資本政策を振り返り，高度成長を牽引しその後の日本経済

を支え続けた社会資本整備のあり方を大幅に見直そうとしている（１１）。また，

少子高齢化の急速な進展のもとで，変貌する地域経済と成熟化する国内市

場の動向に対応するために，社会資本政策の新たなパラダイムが模索され

ようとしている（１２）。社会資本の重要な構成要素である交通・物流インフラ

に関しても，政策転換の大きな節目を迎えており，空港政策だけでなく航

空政策全体が大きな転換期に直面している。

これらの政策転換を検討することは本章の課題ではないが，ここでは，

空港政策の転換について，空港管理・運営方式の改革が提起され実行に移

されようとしている点に留意しておきたい。

「国土交通省成長戦略」では，航空分野において，次のようなパラダイム

シフトの必要性が謳われていた。すなわち，「地方空港の建設に対して厚め

の資金配分を可能とする空港整備勘定」と「収益路線からの内部補助金を

前提とした，不採算路線を含むネットワーク拡充を期待する対航空会社行

政」が批判の俎上に載せられ，「国土の均衡ある発展」から「効率的な航空

システムの構築」にパラダイムをシフトすることが必要であると指摘して

第１章 グローバル化・成熟化と日本の航空貨物輸送
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いる（１３）。このような政策理念の大転換を根拠づけるために，人口減少，低
ひっぱく

成長，国家財政のさらなる逼迫状況などの要因が挙げられて，「民間の知恵

と資金」を活用した空港経営の抜本的効率化の戦略，たとえば民間への経

営委託（コンセッション方式）の導入などが謳われていた。空港経営改革を

めぐる事態はすでに動いており，今後の空港政策に与える影響の大きさを

かんがみれば，海外事例の検証も含めて実証的な検討が重要な課題となっ

ている。

以上みたように，現代日本の航空貨物輸送が直面する大きな転換を念頭

におきながら，以下では，日本の国際および国内航空貨物市場の動向につ

いて，具体的にみていくことにする。

第２節 日本の航空貨物輸送の動向

１．国際航空貨物の動向

ここでは，おもに１９９０年代以降の日本の国際航空貨物輸送の動向につい

て概観する。最初に，日本の国際航空貨物取扱量について，総計および輸

出入別に，１９９０年以降の推移をみておこう（図１―１）。多くの日系企業が，１９８５

年のプラザ合意による円高を契機に本格的なアジア展開をし始める。１９９０

年代に入り，新興国市場，とくに日本と隣接する東アジア経済圏の持続的

で高い成長に牽引されながら，日本経済のグローバル化が積極的に展開さ

れることになった（１４）。日本の輸出入航空貨物輸送量は，２００１年の米国同時

多発テロの影響による落ち込みを例外として，グローバル化のプロセスと

歩調を合わせるように堅調に成長を継続し，リーマンショック以前におい

て，２００４年度にはピークを記録する。１９９０年度からピーク時の２００４年度まで

の約１５年間に，輸出入貨物ともに約２倍に増加している。

２００４年度から２００６年度までをみると，リーマンショック以前にすでに停滞

基調に転じていることが示されている。さらに追い打ちをかけるようにし

て，２００７年のサブプライムローン危機，２００８年のリーマンショックを契機と
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した世界金融危機の影響によって，２００８年度および２００９年度は大幅な下落を

記録する。２０１０年度にはいったん急回復がみられたが，２００４年度のピーク時

を上回ることはなく，２０１３年度まで再び減少ないしは抑制基調が続いた。

２０１４年度にようやく回復基調に転じたようにもみえる。

国際航空貨物取扱量の停滞基調を海上貨物取扱量の変化と比べると，国

際航空貨物取扱量の抑制・減少傾向がより顕著であった。国際海上貨物取

扱量も，リーマンショック後にいったん落ち込みはしたが，その後回復に

転じ，再び増加基調を維持している（１５）。その結果，輸出入に占める金額ベー

スでの国際航空貨物のシェアは，２０００年に入り２００４年までは３０％台を維持し

ていたが，その後２０％台に転落している（１６）。

つぎに，国際航空貨物の方面別動向についてみておこう（表１―２）。２００３年

図１―１ 日本の輸出・輸入航空貨物取扱量の推移

（出所）『日本出入航空貨物路線別取扱実績』『国土交通白書』『航空統計要覧』より筆者作成。
（注） 合計額は左軸，輸出および輸入額は右軸に表示。
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２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８ ２００９

アジア
７４６，１３０ ７１９，６８２ ７１７，４２８ ７６８，８３６ ７８８，７１９ ７２７，０９９
５６．０ ５４．６ ５４．８ ５６．９ ６０．０ ６２．４

（中国）
２０８，８８８ ２２９，６４３ ２３３，５１１ ２７４，２２０ ２９６，０１２ ２７１，３１４
１５．７ １７．４ １７．８ ２０．３ ２２．５ ２３．３

（韓国）
７１，０２５ ５６，９１９ ４９，１３１ ５７，７６０ ４８，４３７ ５３，８６４
５．３ ４．３ ３．８ ４．３ ３．７ ４．６

（その他アジア）
４６６，２１７ ４３３，１２０ ４３４，７８６ ４３６，８５６ ４４４，２７０ ４０１，９２１
３５．０ ３２．８ ３３．２ ３２．３ ３３．８ ３４．５

アメリカ大陸
３５１，６１３ ３６９，５４２ ３７１，４４５ ３６３，２５１ ３１３，７４０ ２４５，３０１
２６．４ ２８．０ ２８．４ ２６．９ ２３．９ ２１．１

太平洋
４１，８４４ ３８，４５８ ２８，９２０ ２５，８８１ ２１，９９７ １９，３２２
３．１ ２．９ ２．２ １．９ １．７ １．７

欧州
１７２，８４１ １７４，０１４ １７６，２９５ １８２，２１６ １８０，６４０ １６６，１０７
１３．０ １３．２ １３．５ １３．５ １３．７ １４．３

オセアニア
２０，３１４ １７，０１８ １５，３７３ １０，２２５ ８，７６５ ７，３３２
１．５ １．３ １．２ ０．８ ０．７ ０．６

合 計 １，３３２，７４２１，３１８，７１３１，３０９，４６０１，３５０，４０８１，３１３，８６１１，１６５，１６０

２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４

アジア
８４４，４８６ ６５１，９１３ ６９９，７２０ ７２８，３２３ ８２７，５２２
６３．８ ６１．７ ６１．４ ６０．５ ５９．６

（中国）
２７０，６７６ １８６，１７７ １９３，７２８ ２２４，４７３ ２５６，７７６
２０．５ １７．６ １７．０ １８．６ １８．５

（韓国）
６４，９９７ ５１，１７１ ５６，８７７ ５８，０３４ ５７，２１４
４．９ ４．８ ５．０ ４．８ ４．１

（その他アジア）
５０８，８１３ ４１４，５６５ ４４９，１１５ ４４５，８１６ ５１３，５３２
３８．５ ３９．２ ３９．４ ３７．０ ３７．０

アメリカ大陸
２９７，２０５ ２５０，５０５ ２７１，４１３ ３０１，４７５ ３６１，１８８
２２．５ ２３．７ ２３．８ ２５．０ ２６．０

太平洋
２２，２２０ １７，３５３ １９，４２９ ２１，３８３ ２８，１７７
１．７ １．６ １．７ １．８ ２．０

欧州
１５２，２３９ １３３，６１２ １４５，８１７ １４９，１３９ １６８，８５７
１１．５ １２．６ １２．８ １２．４ １２．２

オセアニア
６，７６５ ３，９６１ ３，４２７ ３，２９５ ３，４７５
０．５ ０．４ ０．３ ０．３ ０．３

合 計 １，３２２，９１６１，０５７，３４５１，１３９，８０７１，２０３，６１５１，３８９，２１９

表１―２ 方面別国際航空貨物取扱量の推移
（単位：トン，％）

（出所）『航空輸送統計年報』より筆者作成。
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以降シェアを拡大したのはアジア方面だけである。アジア方面シェアの内

訳をみると，中国が約３ポイントシェアを伸ばし，韓国は逆にシェアを低

下させている。中国市場のシェア増大がアジアのシェア増大に帰結してい

ることがわかる。

２．世界と日本の国際ハブ空港の動向

つづいて，日本の空港別の国際線貨物取扱量の上位ランキングをみてお

こう（表１―３）。国際線貨物取扱量のシェアをみると，日本の国際ハブ空港で

ある成田空港に，５９．３％と集中している。また，第２のハブ空港である関

西国際空港（以下，関西空港）の国際航空貨物取扱量は，全体の２０．３％を占

めている。この上位２空港で約８０％を占めており，現状ではその独占状態

が維持されていることがわかる。しかし，２００５年と比べると，成田空港が

そのシェアを低下させている一方で，東京国際空港（以下，羽田空港）と那

覇空港の取扱量の急増が顕著である。今後の動向には，冷静な観察が必要

である。なお，那覇空港の急増は，全日本空輸（全日空――All Nippon Airways:

ANA）のグループ企業である ANA Cargoによる沖縄貨物ハブ戦略の展開を

反映したものである。

最後に，国際空港評議会（Airports Council International: ACI）による国際貨

２０１４年 ２００５年 ２０１４／２００５
（％）重量（万トン） シェア（％） 重量（万トン） シェア（％）

成田国際 ２０４．３ ５９．３ ２２３．３ ６６．９ ９１．５

関西国際 ７０．０ ２０．３ ７９．９ ２３．９ ８７．６

東京国際 ２６．９ ７．８ １．０ ０．３ －

那覇 １８．５ ５．４ ２．０ ０．６ －

中部国際 １６．６ ４．８ １９．０ ５．７ ８７．４

福岡 ５．０ １．５ ６．１ １．８ ８２．０

その他 ３．１ ０．９ ２．４ ０．７ １２９．２

合 計 ３４４．４ ３３３．７ １０３．２

表１―３ 上位６空港別国際線貨物（積・卸）取扱量推移

（出所） 国土交通省（２０１５）『平成２６年度空港管理状況調書』より筆者作成。
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物取扱量の上位空港の変遷を振り返ると，成田空港の相対的な地位低下が

あげられる。その一方，香港のチェクラップコク国際空港（以下，香港空港），

上海浦東国際空港（以下，上海浦東空港），韓国の仁川国際空港（以下，仁川

空港）など，アジアの主要空港の台頭と安定的な成長，そして，UAEのド

バイ国際空港の急成長が指摘できる（１７）。とくに，国際航空貨物取扱量では

成田空港は長く世界１位の地位にあったが，１９９６年に香港空港（当時は香港

啓徳空港）が取扱量を増やし，その後約１０年間は第２位の地位を維持してい

た。しかし，２００６年に仁川空港，２００９年にドバイ国際空港，２０１０年には上海

浦東空港などに追い抜かれ，２０１５年現在では，ドバイ国際空港を除きアジ

アでは４番目の空港となっている。

また，成田空港と仁川空港の航空貨物取扱量全体に占めるトランジット

貨物の割合を比較すると，成田空港は約３０％であったのに対し，仁川空港

は約４５％であった（国土交通省航空局 a２０１４）。成田空港は２０１１年以降トラ

ンジット貨物が占める割合は大きくなってきてはいるが，東アジアのハブ

空港として，仁川空港との地位の逆転を反映した数値である。

国際航空貨物だけでなく国内航空貨物も含む航空貨物全体の取扱量でみ

ても，日本以外の東アジア諸国の主要空港の台頭と膨大な取扱量が顕著で

ある（１８）。

３．国内航空貨物の動向

ここではまず，国内航空貨物輸送量の動向についてみておこう（図１―２）。

日本の年度別国内航空貨物輸送量は，１９９０年以降２０００年代に入っても，引き

続き堅調な増加傾向を示していた。２００１年度は大幅に落ち込んだが，翌年

度には再び回復基調に転じ，２００８年度には１０億１０００万トンキロと，ピークを

記録した。

その後，国内貨物も国際貨物と同様に，リーマンショックに端を発する

世界金融危機の影響を受け２００９年度に急落をした後，３年間連続して減少

を記録した。２０１２年度にようやく微増に転じ９億５０００万トンキロ，２０１３年度

は９億７０００万トンキロを記録したが，２０１４年度は微減である（１９）。また，幹
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線とローカルに区分してみると（２０），１９９０年度に７１．９％であった幹線のシェ

アは，２０１４年度には７５．９％に高まっている。幹線は総量，シェアともに全体

のピーク時以降も横ばいないしは微増傾向を維持しており，幹線への集中

傾向と，幹線以外の地方路線の減少傾向である。したがって，また地方空

港一般の停滞傾向を読み取ることができる。

つぎに，国内航空貨物について路線別シェアをみると，１０％を超えてい

るのは，羽田空港＝新千歳空港，羽田空港＝福岡空港，羽田空港＝那覇空

港の３路線だけであった。この主要３路線で全体の約５０％を占めており，

現在もその集中傾向が維持されていることがわかる（表１―４）。

国内航空貨物取扱量についても，空港別のシェアをみておこう（表１―５）。

羽田空港が４１．３％であり，ほかの空港を引き離して一極集中の傾向がみら

れることがわかる。２００５年に比したシェアの変化をみると，主要空港のな

かでシェアを高めたのは，成田空港および羽田空港と那覇空港だけであっ

た。那覇空港の動向については後で検討するが，羽田空港および成田空港

への集中傾向がここでも示されている。

図１―２ 国内航空貨物輸送量の動向

（出所）『航空輸送統計年報』より筆者作成。
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以上の動向にも示されているように，国内航空貨物市場は日本社会の急

速な高齢化や市場の成熟化を受けて，今後も持続的な成長軌道を描くかど

うかは，楽観的な予測はできない状況にある。とくに，主要幹線以外の路

線および地方空港の今後のあり方については，地域経済社会の包括的な戦

順 位 路線別
２０１４年度 対前年比

（％）航空貨物取扱量（t）シェア（％）

１（１） 羽田＝新千歳 １８８，３６９ ２０．３ １０２．２

２（２） 羽田＝福岡 １６４，７６９ １７．７ １０４．５

３（３） 羽田＝那覇 １２９，５８７ １４．０ １００．３

４（４） 羽田＝伊丹 ７９，３４９ ８．５ ９５．２

５（５） 関西＝那覇 ２７，９７０ ３．０ ９９．８

６（８） 伊丹＝那覇 ２６，０８８ ２．８ １３７．８

７（６） 羽田＝鹿児島 ２２，２０１ ２．４ ９７．３

８（１０） 中部＝那覇 ２１，２１４ ２．３ １２１．３

９（７） 福岡＝那覇 １８，６１６ ２．０ ９１．４

１０（９） 羽田＝広島 １７，３４９ １．９ ９３．９

２０１４年度 ２００５年度 ２０１４／２００５比

東京国際（羽田） ７５．９ ４１．３ ６７．８ ３７．０ １．１

那覇 ２１．９ １１．９ １７．５ ９．６ １．３

新千歳 ２１．０ １１．４ ２１．５ １１．７ １．０

福岡 １９．９ １０．８ ２０．０ １０．９ １．０

大阪国際（伊丹） １３．３ ７．２ １５．３ ８．４ ０．９

成田国際 ５．６ ３．０ ０．８ ０．４ ７．０

中部国際 ２．９ １．６ ４．１ ２．２ ０．７

鹿児島 ２．９ １．６ ４．３ ２．３ ０．７

関西国際 ２．１ １．１ ４．３ ２．３ ０．５

広島 ２．０ １．１ ２．５ １．４ ０．８

その他 １６．５ ９．０ ２４．９ １３．６ ０．７

合 計 １８４．０ １００．０ １８３．０ １００．０ １．０

表１―４ 国内航空貨物取扱い上位路線

（出所） 国土交通省（２０１５）『航空輸送統計年報』より筆者作成。

表１―５ 国内航空貨物取扱量上位１０空港
（単位：万トン）

（出所）『空港管理状況調書』より筆者作成。

42



略のなかに位置づけて検討されることが求められる状況となっている。

第３節 日本の主要空港の動向

現在日本では，９７の空港が運用されている（表１―６）（２１）。これらの空港は経

営方式だけでなく，規模や機能も多様であり，国際ハブ空港から離島空港

まで，それぞれに異なる課題に直面している。ここでは，日本の航空貨物

輸送の拠点空港である成田空港および関西空港，そして近年注目を集めて

いる那覇空港について，取扱貨物の動向をみておきたい。

種 別 設置及び管理
（空港法） 空 港

拠点空港 ２８

会社管理
空港 ４ 会社が設置し，

管理する空港
成田国際，中部国際，関西国際，大阪国
際（伊丹）

国管理空港 １９ 国が設置し，管
理する空港

東京国際（羽田），新千歳，福岡，那覇，
仙台，新潟，広島，松山，北九州，長崎，
宮崎，鹿児島など

特定地方
管理空港 ５

国が設置し，地
方公共団体が管
理する空港

旭川，帯広，秋田，山形，山口宇部

地方管理空港 ５４
地方公共団体が
設置し，管理す
る空港

女満別，青森，花巻，福島，富山，能登，
静岡，神戸，岡山，出雲，佐賀，久米島
など

その他の空港 ７

拠点空港，地方
管理空港，公共
用ヘリポートを
除く空港

名古屋，調布，但馬，天草，岡南，大分
県央，八尾

共用空港 ８ 自衛隊が設置・
管理する飛行場

札幌，千歳，三沢，百里，小松，美保，
岩国，徳島

合 計 ９７

表１―６ 日本の空港一覧

（出所） 国土交通省ウェブサイト「空港一覧」（http://www.mlit.go.jp/koku/１５_bf_０００３１０.html）
より筆者作成。

（注） ヘリポート・非公共用飛行場は含まない。

第１章 グローバル化・成熟化と日本の航空貨物輸送

43



１．成田国際空港

成田空港の２０１４年の貿易概況は，輸出金額は８兆１１１２億円（前年比１０３．２％）

で２年連続で増加し，輸入金額は１１兆６６２１億円（前年比１０６．１％）で３年連続

の増加であった（図１―３）。２０１４年の日本の輸出総額全体７３兆９３０億円に占め

る成田空港のシェアは１１．１％（２０１３年１１．３％），輸入額全体８５兆９０９１億円に占

める成田空港のシェアは１３．６％（２０１３年１３．５％）であった。輸出入の差し引

き金額は３兆５５０９億円であり，２０１１年以来４年連続で輸入超過となった。

２０１４年における成田空港の国際航空貨物取扱量は，２０４万３３７２トン（前年

比１０５．３％）となった（東京税関 平成２６年分 成田空港貿易概況（確定））。そ

の内訳は，輸出貨物取扱量は５９万５９２０トン（前年比１０６．０％）で円安環境から

２０１３年より増加したが，輸入貨物取扱量は７６万３３２４トン（前年比９７．０％）で

羽田空港の増枠や国内需要の低下から２０１３年度より減少した（図１―４a，b）。

一方でトランジット貨物は，積込の仮陸揚が３４万２８５０トン（前年比１１４．５％），

取卸の仮陸揚などでは３７万３７１トン（前年比１１４．９％），積込・取卸の仮陸揚は

どちらも３年連続の増加であった。

成田空港の２０１４年の主要な輸出品目は（表１―７），１位は半導体等電子部品

図１―３ 成田空港における貿易額の推移

（出所） 東京税関（２０１５b）より筆者作成。
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図１―４a 成田空港における航空貨物取扱量の推移（積込）

（出所） 図１―３に同じ。
（注） 積込は輸出と仮陸揚貨物を合計したもの。

図１―４b 成田空港における航空貨物取扱量の推移（取卸）

（出所） 図１―３に同じ。
（注） 取卸は輸入と仮陸揚等貨物を合計したもの。なお，輸入の仮陸揚等

貨物には，外国から到着した貨物で，到着後ただちに最終仕向け地に
向かって国内航空機で保税運送される貨物も含まれる。
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（前年比８６．９％，おもに IC，個別半導体など）で，その主要輸出先は輸出額順

で，中国（前年比８４．３％），ASEAN（前年比１００．２％），米国（前年比９９．７％）で

ある。２位は科学光学機器（前年比１０２．５％）で，輸出先は順に，中国（前年

比１１６．２％），米国（前年比９０．４％），EU（前年比８９．８％）である。３位が半導

体等製造装置（前年比１１８．２％）で，同じく順に，台湾（前年比１１８．４％），米

国（１１４．３％），EU（前年比１６７．１％）である。

成田空港の２０１４年の主要な輸入品目は，１位は通信機（前年比１０７．８％，ス

マートフォン等）で，その主要輸入先は，中国（前年比１１３．５％），ASEAN（前

年比９２．９％），韓国（前年比８７．４％）である。２位は半導体等電子部品（前年

比１０９．４％，おもに IC）で，主要輸入先は，台湾（前年比１０５．７％），米国（前

年比１１５．５％），ASEAN（前年比１１７．４％）である。３位は医薬品（前年比

１０２．３％）で，同じく順に，EU（前年比９０．１％），米国（前年比１１３．２％），

ASEAN（前年比２２２．６％）である。輸入品目の３位と４位の金額は接近して

いて，４位は事務用機器（前年比１１３．７％，電算機類・電算機の周辺機器および

その部品）で，同じく順に，中国（１１６．４％），ASEAN（前年比１０６．０％），米国

（前年比１１０．９％）である。

輸出品目のなかで半導体等製造装置は，輸出金額も大きいうえに前年よ

りも１８．２％伸びている。成田空港の主要な輸出品目であり，数量・金額と

もに２０１１年から２０１３年は３年連続で減少傾向であったが２０１４年は増加した

（図１―５）。輸出が好調であった背景にはスマートフォン市場の拡大により集

積回路である半導体の需要増がある。その主要輸出相手国・地域は，台湾，

〈輸出〉 金額
（億円）

前年比
（％）

構成比
（％） 〈輸入〉 金額

（億円）
前年比
（％）

構成比
（％）

半導体等電子部品７，３７８．７ ８６．９ ９．１ 通信機 １６，３３８．８１０７．８ １４．０

科学光学機器 ５，３２２．０１０２．５ ６．６ 半導体等電子部品１２，０５６．８１０９．４ １０．３

半導体等製造装置４，７１５．０１１８．２ ５．８ 医薬品 １０，９６０．８１０２．３ ９．４

電気回路等の機器３，１２７．７１０７．８ ３．９ 事務用機器 １０，８９６．４１１３．７ ９．３

非鉄金属 ３，０８７．１１０１．４ ３．８ 科学光学機器 ７，５３７．０１０３．１ ６．５

表１―７ 成田空港における主要貿易品目（２０１４）

（出所） 図１―３に同じ。
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米国，中国，アイルランド，韓国の順である（表１―８）。２０００年代以降，日系

の半導体など製造装置の世界シェアは３０％台（日本，米国，ヨーロッパ系企業

で世界市場のシェア９０％以上）を維持している（日本政策投資銀行２０１２）。半導

体等製造装置の港別輸出金額シェアをみると，成田空港はシェア３４．２％で

１位，関西空港２位，東京港３位となっており，全体では空港と港湾が約

半分ずつのシェアになっていることがわかる（東京税関２０１５）（表１―９）。半

国・地域 金額（億円） シェア（％）

台湾 １，７４３．２ ３７．０

米国 １，５１１．５ ３２．１

中国（香港，マカオ含む） ３７１．７ ７．９

アイルランド ３４９．５ ７．４

韓国 ２１１．８ ４．５

シンガポール ２０１．９ ４．３

合 計 ４，７１５．０ １００．０

図１―５ 成田空港における半導体等製造装置の輸出状況

（出所） 東京税関 各年版 「貿易年表」より筆者作成。
（注） 棒グラフが金額，折れ線グラフが数量を表す。

表１―８ 成田空港における半導体等製造装置の主要輸出相手国・地域（２０１４年）

（出所） 図１―３に同じ。
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導体等製造装置は成田空港の主要な輸出品目である一方，輸出の増加分は

海上輸送が利用されていることが特徴的である。この背景には，海上輸送

の輸送品質の向上やアジア域内での高速船運行などによるスピードアップ

と，航空貨物で輸送される品目の価格下落（かつてのデジカメやゲーム機など）

があり，単純に輸送品目によって輸送モードの選択が行われるような時代

ではなくなってきている。

輸入品目の１位である通信機（スマートフォンなど）は，成田空港が金額

ベースで全国の約６０％を占める（図１―６）。輸入金額の推移をみると，２０１０年

以降は５年連続で増加しており，とくに２０１２年以降の輸入金額の伸びは，

近年のスマートフォンの普及を反映している。輸入相手国は，中国（シェア

７９．１％）が圧倒的で，韓国（同５．５％），米国（同４．３％）と続く（表１―１０）。港

別輸入金額のシェアは，成田空港（シェア５７．０％），関西空港（同２２．９％），東

京港（同８．７％）となっている（表１―１１）。

空港・港湾名 金額（億円） シェア（％）

成田空港 ４，７１５．０ ３４．２

関西空港 １，５７５．８ １１．４

下関港 １，３０１．０ ９．４

東京港 １，２４７．４ ９．０

門司港 ９２９．３ ６．７

博多港 ８４４．２ ６．１

神戸港 ７３４．７ ５．３

横浜港 ６７５．３ ４．９

名古屋港 ４８９．２ ３．５

大阪港 ４１３．３ ３．０

その他 ８６７．４ ６．３

合 計 １３，７９２．８ １００．０

表１―９ 半導体等製造装置の税関別輸出金額とシェア（２０１４年）

（出所） 東京税関「平成２６年 成田空港貿易概況（速報）」より筆者作成。
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国 金額（億円） シェア（％）

中国 １２，９１０．８ ７９．０
韓国 ８９３．８ ５．５
米国 ７０２．６ ４．３
マレーシア ６０４．６ ３．７
メキシコ ２３１．２ １．４
タイ ２０６．５ １．３
その他 ７８９．２ ４．８

合 計 １６，３３８．７ １００．０

空港・港湾名 金額（億円） シェア（％）

成田空港 １６，３３６．９ ５７．０
関西空港 ６，５４５．３ ２２．９
東京港 ２，４９３．７ ８．７
名古屋港 ６９４．０ ２．４
羽田空港 ６３４．２ ２．２
横浜港 ５７２．８ ２．０
大阪港 ４９５．０ １．７
その他 ８７７．１ ３．１

合 計 ２８，６３８．９ １００．０

図１―６ 成田空港の主要な輸入品目（通信機）の金額と全国シェアの推移

（出所） 表１―９に同じ。

表１―１０ 成田空港における通信機の主要輸入相手国（２０１４年）

（出所） 表１―９に同じ。

表１―１１ 通信機の輸入金額と全国シェア（２０１４年）

（出所） 表１―９に同じ。
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２．関西国際空港

関西空港の２０１４年の貿易概況は，輸出金額は２年連続で増加し４兆８９０９億

円（前年比１１１．９％），輸入金額は５年連続の増加で３兆５８０９億円（同１０６．４％）

であった（図１―７）。輸出額・輸入額ともに，関西空港開港以来の最高額を記

録した。日本の輸出額全体に占める関西空港のシェアは６．７％（前年比０．４％

増加），輸入額全体に占める関西空港のシェアは４．２％（前年比０．１％増加）で

ある。輸出入の差し引き金額は，１兆３１００億円の輸出超過となった。

２０１４年の航空貨物全体の取扱量は，国際航空貨物７０万３２５トン（前年比

１１０．１％），国内航空貨物２万２４０７トン（前年比９５．２％）となった（図１―８）。貿

易額が２０１０年以降増加傾向にあるなかで，貨物取扱量は減少傾向であった

が，２０１４年は国際貨物の取扱量が増加した。また，仮陸揚貨物の比率が増

加し，国際貨物の積込量３２万８４５４トンのうち仮陸揚のシェアは１９．７％，取卸

量３７万１８７１トンのうち仮陸揚のシェアは２１．５％を占めた（２２）。仮陸揚貨物の

増加には，２０１４年４月１日より FedEx社（FedEx Corporation）が，関西空港

を新たな北太平洋エリアのハブとして２４時間体制のオペレーションを開始

したことが影響している。FedEx社は，２０１４年夏期スケジュールより週間

図１―７ 関西空港における貿易額の推移

（出所） 大阪税関（２０１５）「外国貿易年表 平成２６年（２０１４年）」より筆者作成。
（注） 大阪税関貿易統計は，２００７年７月以降は関西空港税関支署のみを計上。２００７年６月まで

は，大阪航空貨物出張所を含む。
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就航便数を３８便から５１便へ３４．２％増便させ，アジア＝太平洋間の物流を活発

化させている。

関西空港の２０１４年の主要な輸出品目（表１―１２）は，１位は半導体等電子部

品で，その輸出額の多い順に輸出先は，アジアNIEs（前年比１０３．１％），中国

商品名 金額（億円） 前年比（％） 構成比（％）

１
半導体等電子部品 １１，３８９．５ １０５．４ ２３．３

輸出先，構成比（％） アジア NIEs，４４．４ 中国，３３．９ ASEAN，１９．７

２
科学光学機器 ４，０９２．６ １１９．４ ８．４

輸出先，構成比（％） 中国，５０．９ アジア NIEs，２４．８ EU，９．０

３
電気回路等の機器 ２，８６９．７ １１３．９ ５．９

輸出先，構成比（％） アジア NIEs，４１．８ 中国，２３．１ ASEAN，１０．９

４
コンデンサー ２，００１．３ １１１．１ ４．１

輸出先，構成比（％） アジア NIEs，５２．４ 中国，２８．５ ASEAN，１０．９

５
通信機 １，９６１．５ １２８．３ ４．０

輸出先，構成比（％） 中国，５７．９ アジア NIEs，１８．９ EU，１１．１

図１―８ 関西空港の貨物取扱量の推移

（出所） 新関西国際空港株式会社 「数字で見る関西空港」より筆者作成。
（注） 関西空港は１９９４年９月に開港したため，年間通じての取扱量ではない。

表１―１２ 関西空港における輸出の上位品目と相手先（２０１４年）

（出所） 大阪税関「貿易統計（平成２６年）」より筆者作成。
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（前年比１０３．４％），ASEAN（前年比１１７．４％）である（２３）。２位は科学光学機器

で，輸出先は同じく順に中国（前年比１０６．８％），アジアNIEs（前年比１３９．９％），

EU（前年比１５０．３％）である。３位が電気回路などの機器で，同じく順にア

ジア NIEs（前年比１０７．０％），中国（前年比１１３．３％），ASEAN（前年比１０９．８％）

であった。

関西空港の２０１４年の主要な輸入品目は，１位は医薬品で，その輸入額の

多い順に輸入先は EU（前年比１００．９％），米国（前年比１１４．７％），アジアNIEs

（前年比６３．８％）であった（表１―１３）。医薬品の輸入先で際立ったのが中国で，

輸入額は５４億円で上位には食い込まなかったものの，前年比８３８．６％であっ

た（「関西空港税関支署主要地域（国）別輸入品別表」平成２６年分（確定値））。２

位は通信機（前年比９９．７％，スマートフォンなど）で，輸入先は同じく順に中

国（前年比１０２．５％），アジア NIEs（前年比７０．９％），ASEAN（前年比１６４．９％）

であった。輸入先１位の中国からの輸入額は，２位のアジア NIEsからの１０

倍以上である。３位は半導体等電子部品で，同じく順にアジア NIEs（前年

比１０９．３％），ASEAN（前年比１００．４％），中国（前年比１２６．７％）であった。

関西空港における輸出品目の最上位は時期ごとに変化し，事務用機器（１９９５

年），医薬品（２００４年），半導体等電子部品（１９９９年から２０１４年現在）となった。

また輸入品目の最上位も，衣類および同附属品（１９９５年），半導体等電子部

商品名 金額（億円） 前年比（％） 構成比（％）

１
医薬品 ６，７０２．３ ９９．１ １８．７

輸入先，構成比（％） EU，５０．８ 米国，１３．８ アジアNIEs，１０．２

２
通信機 ６，５５０．５ ９９．７ １８．３

輸入先，構成比（％） 中国，８８．７ アジア NIEs，８．０ ASEAN，２．３

３
半導体等電子部品 ３，００９．７ １１０．０ ８．４

輸入先，構成比（％）アジアNIEs，５９．８ ASEAN，１７．９ 中国，１７．７

４
科学光学機器 １，７３７．５ １１０．２ ４．９

輸入先，構成比（％） EU，３３．１ 米国，２８．０ 中国，１５．１

５
事務用機器 １，６１６．１ １０７．８ ４．５

輸入先，構成比（％） 中国，７４．１ ASEAN，１１．４ アジア NIEs，７．７

表１―１３ 関西空港における輸入の上位品目と相手先（２０１４年）

（出所） 表１―１２に同じ。
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品（２００４年），医薬品（２０１４年）と変遷している。

２０１４年において輸出金額が増加した品目のうち，科学光学機器，半導体

等電子部品，通信機は２年連続で増加した一方，輸出金額が減少した品目

は半導体等製造装置，ガラスおよび同製品，遊戯品であった。また，輸入

金額が増加した品目は，半導体等製造装置，半導体等電子部品，科学光学

機器でいずれも５年連続で増加した一方，減少した品目は，記録媒体（含記

録済），航空機類，医薬品となった。

医薬品は，その品質管理において温度管理は必須項目である。２０１２年８
うわ や

月より関西空港では，日本の空港で初めて航空機から上屋間の輸送におい

て保冷ドーリー（温度管理ができる搬送具）の運用が開始され（２４），航空機か

ら保冷ドーリーを使用して空港内上屋に運ばれ，その後空港内上屋から定

温トラックで市中倉庫に運ばれる。最終的には，市中倉庫から定温トラッ

クを使用して製薬工場に輸送される。この輸送中の温度は一定に保たれ，

より高品質な輸送サービスが提供されている。また，専用の共同定温庫の

利用社数および取扱量（２０１４年は２２８３トンで過去最高）も順調に伸びている。

航空貨物輸送はそのサービス提供において，スピードや温度管理にとどま

らず，発地から着地まで輸送品目に適した一貫した高品質なサービスを提

供できるかどうかが重要なカギとなる。

また，関西空港では１９９４年９月の開港以来，食料品の輸出額が着実に伸

びている（図１―９）。関西空港の輸出総額に占める食料品の構成比は０．２％と

決して高くはないが，８６億９０００万円（２０１４年）に達し，２０１５年１１月に初めて

１００億円を超えた（２０１５年１２月２２日，新関西国際空港株式会社ニュースリリース）。

主要な輸出食料品は，２０１２年から２０１４年の推移でみると，ぶどう２１．１倍，も

も２９．７倍，牛肉１５．１倍，真鯛４０．０倍となっている。とくに，青果物（ぶどう，

もも）の積出港の全国シェアは関西空港がトップで，ぶどう５０％，もも４５％

である（２０１５年６月３０日，新関西国際空港株式会社航空営業部貨物営業グループ

へのヒアリング。）。

関西空港では，さらなる国際ネットワークの拡大と物流の拡大に向けて，

さまざまな取組みを続けている。具体的には，関西エリア・西日本発生の

貨物を集め，フォワーダーと連携し特区制度を活用する等により，物流ルー
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トを呼び込む「集貨」への取組みである。また，FedEx社の北太平洋地域

ハブの開設から太平洋の物流活性化をめざし，アジア太平洋上の物流が通

るルートを呼び込む「通貨」への取組みである。最後に，新たな航空需要

を創る「創貨」への取組みである。これら「集貨」「通貨」「創貨」に向け

ての不断の努力が，徐々に効果を上げているが，互いの相乗効果につなが

る好循環を維持し続けるのは，並大抵のことではない。

３．那覇空港

那覇空港の２０１４年の貿易概況は，輸出金額は７１億５０００万円（前年比

１７２．７％），２０１１年からの減少傾向が増加に転じた（図１―１０）。一方，輸入金額

は１１０億円（前年比８７．０％）で，２０１１年から減少傾向に変化はない。輸出入額

の差し引き金額は，３８億５０００万円で輸入超過となった。日本の空港に占め

る那覇空港のシェアは，前述の成田空港や関西空港と比較すれば金額では

確かに限られた数値であるが，国際航空貨物の取扱量でみると１８万５０００ト

ン（２００８年比１００倍）で，成田，関西，羽田の各空港に次ぐ４番目の取扱いで

図１―９ 関西空港における食料品輸出額の推移

（出所） 新関西国際空港株式会社 広報グループ資料（２０１５／１２／２２）より筆者作成。
（注）２０１５年値は大阪税関（２０１６）「外国貿易年表 平成２７年（２０１５年）」の数値を使用。
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あった（沖縄県ウェブサイト）。

那覇空港の主要な輸出品目は，再輸出品，電気機器の上位２品目が突出

している（表１―１４）。３位はその他の雑製品（前年比１１７．６％，構成比６．７％）で

あった。那覇空港の輸出相手先の上位は，中国，台湾，韓国，シンガポー

ル，香港であり，中国は前年の１７３．５倍で，中国とアジアNIEsの５つの国・

地域で輸出金額の８０％を超える（表１―１５）。

那覇空港の主要な輸入品目は，１位は電気機器（前年比８３．４％，構成比

２６．４％），２位は一般機器（前年比８８．６％，構成比１８．２％），３位はその他の雑

製品（前年比１０２．９％，構成比１５．９％）であった。輸入相手先の上位は，米国

〈輸出〉 金額
（万円）

前年比
（％）

構成比
（％） 〈輸入〉 金額

（万円）
前年比
（％）

構成比
（％）

再輸出品 ３２９，４７２ １１５．４ ４６．１ 電気機器 ２９０，１１１ ８３．４ ２６．４

電気機器 ２５２，５４６ ７９７．５ ３５．３ 一般機械 ２００，４２９ ８８．６ １８．２

その他の雑製品 ４７，６９５ １１７．６ ６．７ その他の雑製品 １７４，７１１ １０２．９ １５．９

精密機器類 ２１，８７１ ４８６．２ ３．１ 衣類及び同附属品 １１８，７２６ ７９．８ １０．８

魚介類及び同調整品 １６，７８４ ６５．２ ２．３ 輸送用機器 １０３，２０１ ７０．１ ９．４

図１―１０ 那覇空港における貿易額の推移

（出所） 沖縄地区税関「管内貿易統計（確定）平成２６年分」より筆者作成。

表１―１４ 那覇空港における貿易の上位品目（２０１４年）

（出所） 図１―１０に同じ。
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（構成比２７．５％），韓国（同２２．０％），中国（同１８．３％），台湾（同１４．３％），カ

ナダ（同８．６％）の順で，北米地域（米国・カナダ）が３６．１％，アジア（韓国・

中国・台湾）が５４．６％となり，輸入先の上位５つの国・地域で，輸入額の９０％

を超える。

沖縄を基点に周囲をみると，那覇空港から４～５時間圏内に，ソウル，

大連，北京，青島，上海，広州，香港，ハノイ，マニラ，バンコク，ホー

チミン，クアラルンプール，シンガポールなどのアジアの主要都市が位置

し，沖縄が人口２０億人（日本１．３億人，中国１３億人，ASEAN６億人）の巨大な

アジア・マーケットの中心にあるとする見方もある。アジア諸国の経済発

展とそれに伴う国際物流市場の急速な拡大をふまえて，成田空港や関西空

港よりもアジアに「近い」沖縄で，２００９年１０月より全日空の国際貨物ハブ

事業が開始された（２５）。那覇空港を基点にアジアの主要都市を結ぶ貨物便ネッ

トワークを，事業開始当初の就航地８地点から，１２都市全６５路線を展開す

る（２０１４年冬ダイヤ）。那覇空港の２４時間開港の利点を生かして，たとえば，

夜１０時から１２時台に羽田，成田，関西，中部，上海浦東，香港，台湾桃園，

仁川の各空港を出発した貨物機は，おおよそ深夜１時から３時台に那覇空

港に到着する。「沖縄貨物ハブ」を経由して，早朝４時から７時台に那覇空

港を出発し，６時から９時台に羽田，成田，関西の日本国内にある国際空

港，および上海浦東，香港，台湾桃園，仁川，バンコク（スワンナプーム），

青島，シンガポール（チャンギ）の各目的地に到着する（就航地は必ずしもす

べて往復便というわけではなく，たとえば，２０１４年５月に就航したシンガポール

〈輸出〉 金額
（万円）

前年比
（％）

構成比
（％） 〈輸入〉 金額

（万円）
前年比
（％）

構成比
（％）

中国 ２０９，６６０ １７３．５ ２９．３ 米国 ３０３，００９ １０２．８ ２７．５

台湾 １４５，２１０ １９９．９ ２０．３ 韓国 ２４２，０７０ ７４．３ ２２．０

韓国 ８８，６０２ １２７．１ １２．４ 中国 ２０１，１０４ ９７．２ １８．３

シンガポール ７９，８０６ ７６．５ １１．２ 台湾 １５７，７１５ １０３．２ １４．３

香港 ６４，７６２ １１８．５ ９．１ カナダ ９４，４６６ ８５．６ ８．６

表１―１５ 那覇空港における貿易相手国・地域（２０１４年）

（出所） 図１―１０に同じ。
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便の場合，機材は「那覇→シンガポール→成田→那覇」という循環で，那覇から

は片道というケースも含む）。「沖縄貨物ハブ」を活用することで，日本＝ア

ジア間，アジア＝アジア間の輸送に，スピーディなビジネスモデルを提供

し，アジア域内へ広がる製造業のサプライ・チェーン・マネジメント（Supply

Chain Management: SCM）へのニーズに対応している。さらに，製造業だけ

でなくアジア地域の日本の農水産品，畜産品などの高付加価値商品へのニー

ズに応じて，２０１３年１０月から香港へ向けてクール便の提供も始まっている。

２０１５年３月に台湾，同年７月にはシンガポールと，現在３都市間でサービ

スが提供されている。

沖縄を国際物流拠点として位置づける動きは今に始まったことではない（２６）。

直近の沖縄振興においては，２０１２年４月に沖縄振興特別措置法が抜本的に

改正され，これまでの自由貿易地域および特別自由貿易地域の制度が解消

されて，新たに「国際物流拠点産業集積地域」制度（２７）が導入された。対象

地域は，那覇市，浦添市，豊見城市，宜野湾市，糸満市およびうるま・沖

縄地区を加えた区域である。同地域では，高付加価値型のものづくり企業

や国際貨物ハブを活用する高機能型の物流企業の臨空・臨港型産業（国際物

流拠点産業）の集積を促進させるため，優遇税制の拡充などがなされた。制

度の概要は，関税法上の保税地域制度と立地企業に対する税制・金融上の

優遇措置が組み合わされたものである。

具体的には，保税地域制度は，保税地域（２８）の蔵置場で，外国貨物の関税・

消費税を納めないまま保管，内容の点検，改装，仕分けなどが可能なため，

市況に応じて輸出（積戻し）や輸入ができる。保税工場・総合保税地域内で

は，外国貨物である原材料・部品を加工・製造し，完成した製品を外国に

輸出（積出し）する場合，関税・消費税を納める必要がない。また，税制・

金融上の優遇措置は，国税の法人課税所得の４０％控除（２９），地方税でも課税

免除（３０）が設けられている。さらに，関税については，選択課税制度と保税

地域許可手数料の軽減がある（３１）。

沖縄は産業集積と企業活動の活性化を図るため，日本国内のほかの地域

にはない独自の特区と地域制度による優遇的措置が講じられてきた。日本

国内のどの都市よりも中国・東南アジア地域に対し近距離である時短，特
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区による優遇措置，ANA Cargoの貨物ハブとそのネットワークの構築など

は，アジアから日本へ輸出するプラットフォームを構築し，アジア各都市

への翌日配送をも可能とし高速物流を実現する。にもかかわらず，現段階

では必ずしもアジアの成長と活力を取り込み，望まれたとおりの国際物流

拠点として結果を導き出しているとはいえない。地理的優位性，空港・港

湾などの物流インフラ，税制・各制度の優遇措置の整備は，必要条件であ

るが十分条件ではない。内閣府が「沖縄振興計画」のなかで「活力ある民

間主導の自立型経済の構築に向け」という記述があるが，物流こそ当該の

地域経済と絡み合っていなければほかの産業以上に根づかない。沖縄に国

際物流拠点産業の集積と充実を図ることができるかどうかと，アジアの貨

物ハブとして重要な一翼を担うかどうかは，表裏一体の関係である。現在

の施策に，いまこのタイミングで沖縄でしかできないプラスアルファを加

えた，真の沖縄モデルを編み出すことができるかどうかが好循環を生み出

す鍵といえよう。

おわりに

日本の航空貨物輸送の近年動向を検討してきたが，グローバル化と成熟

化の同時進行のなかで，日本の航空貨物輸送は持続的な成長・発展の可能

性をもちながら，新たなパラダイムへの転換に迫られていることを示し，

また，本章では十分な検討はできなかったが，空港および航空政策もパラ

ダイムの転換に直面していることをあらためて指摘しておわりにかえたい。

航空貨物輸送を支えるインフラである空港は一般的にいって，ほかの物

流インフラと同様，その整備に多大な資金と長期的時間を要し，短期的な

経済社会の変動に即応しきれない側面をもっている。また，交通・物流イ

ンフラは，初期の整備コストだけでなく，長期にわたる維持コスト，そし

て小さくない廃棄コストも発生させる。これらの特質によって，空港イン

フラは短期的要因だけでなく，中長期的見通しに立った，またより複合的

で包括的視点に立った政策のもとで整備運営されることが求められている。
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現在，「規制緩和と自由化，選択と集中，効率化優先」に基づく空港・航

空経営効率化政策が推進されているが，このような政策が短期的また狭義

の経済効率性だけに限定された政策にとどまらないためにも，より中・長

期的な経済社会の動向をふまえた持続可能な空港・航空政策の構築が求め

られている。成長戦略や新しい国土形成計画の策定とかかわらせて，空港・

航空政策の位置づけが検討されている所以でもある。

また，航空業界は世界的な景気動向やグローバル経済のダイナミズム，

リスクに影響を受けやすい構造をもっている。日本の貨物輸送および空港

経営は，今後ますます世界市場と深くかかわり，世界市場の成長を取り込

み続け得る仕組みの構築とともに，地域社会の基盤的インフラとしての発

展を展望する課題に直面している。空港・航空政策の転換と中長期的で持

続可能な構想が模索されている今こそ，グローバル社会と成熟社会の動向

と航空貨物輸送の関係性について，これまで以上に冷静で丁寧な観察が求

められている。

〔注〕
�１ 世界の物流市場の二極化傾向については，�野（２０１２）参照。
�２ Boeing社（The Boeing Company）によれば，２００３年から２０１３年の地域別航空市場
の年平均成長率が最も高い地域は，中国国内市場の９．９％であった。一方，ヨーロッ
パ＝北米，北米域内，ヨーロッパ域内市場の年成長率実績値はそれぞれ，０．６％，マ
イナス１．６％，１．６％であった。また，２０１３年以降２０年間の年平均成長率予測をみる
と，中国国内市場が６．７％と最も成長期待が高く，次いで，アジア域内市場６．７％，
アジア＝北米市場５．４％，ヨーロッパ＝アジア５．３％とアジア関連市場の高い成長予
測が続く。これに対して，ヨーロッパ＝北米，北米域内，ヨーロッパ域内市場の成
長率予測値はそれぞれ，３．１％。２．１％，２．０％とされている（Boeing２０１５）。

�３ ただし，現在最も高い成長が予測されているアジア関連経済圏においても，今後
の人口動向をみると急速な高齢化になるとともに，また市場の成熟化や成長の鈍化
に突入する可能性があること，それと軌を一にしながらグローバル市場の成長を牽
引する中核的な成長経済圏がかなりのスピードで新たに台頭する可能性を考えれば，
これらの地域別成長予測も様変わりする可能性にも，留意しておかなければならな
い。

�４ この点は国土交通省関連の政策文書などでも繰り返し指摘されてきた。たとえば，
国土交通省航空局（２００９）では，日本とアジア経済圏との貿易構造が変化しつつあ
るとの認識に基づいて，今後の航空貨物輸送の発展のために，パラダイム転換が必
要であると指摘している。「これまで短期的な需要変動を経験しながらも，基本的に
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は『右肩上がり』で成長してきた我が国の航空貨物市況が，初めて『右肩下がり』
の状況に陥った今，我が国の航空物流システムはいわば正念場を迎えている。こう
した未曽有の危機にあってこそ，従来の発想や経緯にとらわれず，我が国航空物流
の国際競争力を強化していくために，次の時代を見据えてパラダイム転換をしてい
く，絶好の機会でもある」。
�５ 製造業の海外生産比率は，１９８５年には８．０％にすぎなかったが，２０１２年には３３．７％
になった（海外進出企業ベース）。また，２０１２年の海外生産比率を業種別にみると
（海外進出企業ベース，製造業全体の平均は２０．３％），輸送機械の４０．２％と情報通信
機械の２８．３％がとくに顕著であった（『通商白書２０１４』，２３９）。生産ネットワークの
現地化および消費市場開発のための現地化戦略は，近年急速に展開されるようになっ
た最適地戦略（最適地調達，最適地生産，最適地販売）の結果でもある。

�６ 日本を代表するグローバル企業である T社のロジスティクスの最終目標は，「ロジ
スティクスコスト・ゼロ」と謳われている。現地化戦略とロジスティクスコストの
関係性については，�野（２０１２）参照。また T 社のロジスティクス戦略の目標に関
しては，高松（２０１０）参照。

�７ 成熟化とは，経済成長率の停滞，サービス経済化，市場の飽和現象，消費構造の
変化，地域社会の変容，少子高齢化の進展，情報通信技術（Information and
Communication Technology: ICT）の導入とネットワーク化の進展，そしてグローバ
ル化の展開など，社会構造の大きな変化を引き起こす諸要因から構成される広義の
概念として通常使用されている。ロジスティクス論の分野でも今後，成熟化概念と
ロジスティクスの関連性の検討が重要になると思われる。

�８ 国内航空市場の今後の展望は，航空貨物市場だけを切り離しての検討だけでは描
き難いと思われる。航空貨物，それ以外の物流，また人流も合わせた交通市場の視
点，さらに，地域経済・社会・環境にかかわるより複合的視点からの検討が求めら
れていると考えられる。したがってまた，第３の環境変化，すなわち新しい空港政
策の課題とも深くかかわっている。

�９ 人口ボーナスとは，「人口構成，出生率，死亡率の変動に伴って労働力人口の増加
率が人口増加率よりも高くなること」であり，持続的な経済成長を促す重要な要因
とみなされている。また，アジア全体の高齢者比率と高齢化のスピードは，４０年の
タイムラグのもとで，日本のそれとピッタリと重なると予測されている（『通商白書
２０１０』２１３―２１４）。
�１０ 『通商白書２０１５』では国連の人口データを基にして，新興諸国経済を所得水準にし
たがって，「上位中所得国」，「下位中所得国」，「低所得国」の３類型に分類し，各グ
ループの人口増加率，労働力人口，高齢者人口比率などの推計を示している。「上位
中所得国」には中国やタイなど工業化が相当程度進んだ諸国が，「下位中所得国」に
はインド，インドネシアなど多くの人口を抱える資源国や後発の新興工業国が，「低
所得国」には南アフリカ諸国などが分類されている（世界銀行の分類による）。（『通
商白書２０１５』３３）。

�１１ 国土交通省では，高度成長期以降に整備された我が国の社会インフラが，今後急
速に老朽化することが見込まれるなか，社会資本全般に関する本格的なメンテナン
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ス時代に向け，２０１３年を「メンテナンス元年」と位置づけ本格的な対策を始動させ
たところである（『国土交通白書２０１３』「はじめに」）。

�１２ 『国土交通白書２０１４』のおもなテーマとして，「人口減少・超高齢化社会」におけ
る新たな地域・国土形成（「対流促進型国土の形成」『国土のグランドデザイン２０５０』）
に向けて，「コンパクト＋ネットワーク」型の地域構造の形成とそれにふさわしいイ
ンフラストラクチャーのあり方を提案している。

�１３ 近年，物流政策が成長戦略や地域構想に位置づけられて展開されようとしている。
２０１０年の「国土交通省成長戦略」はそのプロトタイプのひとつであり，地域創生を
支える交通インフラの再編成や国際競争力強化をめざしたインフラ整備におけるコ
ンセッション方式の導入を謳う「国土交通省重点政策２０１５」なども，そのような政
策的流れのひとつである。

�１４ 日本のグローバル化の時期区分については，本章では，１９８５年以降の受動的グロー
バル化を経て，１９９０年代以降の積極的なアジア展開として本格的に進行したという，
『通商白書』などの見方に従った。

�１５ 日本の輸出入における貨物取扱量を海運と航空別にみると，１９９０年の１００を基準に，
海上貨物取扱量２００８年の１２４まで一貫して増加傾向を示し，２００９年は１０６と急減する
が，２０１０年１１７，２０１１年１１５，２０１２年１２２，２０１３年１２４と，回復している。輸出と輸入
を区別してみると，海運による輸出取扱量の増加傾向が顕著であり，国際航空貨物
の動向と対比的である。今後の動向については，慎重な観察が求められることはい
うまでもない。

�１６ 輸出入貨物に占める航空貨物のシェアは，金額ベースで２００４年から２０１３年の１０年
間に，輸出は３２％から２５％，輸入は２９％から２１％，合計で３１％から２３％に減少して
いる（『数字でみる物流』各年版）。

�１７ ドバイ空港は，２００５年までは上位１０位までにランクされていなかったが，２０１５年
には，香港に次いで第２位の地位を占めている。

�１８ なお国内貨物も含む航空貨物全体の取扱量の世界の空港ランキングでは，かつて
は，FedEx社のスーパーハブがおかれたメンフィス空港が第１位の地位を長く独占
していたが，２０１５年の航空貨物取扱量（速報値）によると，香港空港が第１位の座
を占めている。これら空港の航空貨物取扱量をみると，香港空港は４４６．０万トン，メ
ンフィス空港は４２９．１万トンである。第３位には上海浦東空港が３２７．４万トンの取扱
いがあるが，香港空港とメンフィス空港が大きく引き離していることが理解できよ
う。アジア経済圏の高成長を背景とした香港の著しい台頭が示されている。日本の
国際ハブ空港である成田空港は，第８位で２１２．２万トンであった（ACIウェブサイト）。
また，２０１４年における空港所在国別国際貨物取扱量のランキングでは，日本は第６
位，韓国は第７位であった（国土交通省航空局 a２０１６，１６）。

�１９ 暦年でみると２０１４年は微増傾向にある。
�２０ 幹線とは，新千歳，成田，羽田，大阪伊丹，関西，福岡，那覇の各空港間に運航
される路線のことである。ただし，羽田＝成田，大阪＝関西の路線は就航していな
いので，幹線から除外される。

�２１ 日本の空港は，戦後早くから，各種の法制度や会計制度に支援されて，また空港
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整備計画や社会資本整備重点計画など国家的政策に位置づけられて，国際ハブ機能
を担い得る拠点空港だけでなく，多数の地方空港が均衡ある国土の発展をスローガ
ンに，国土の隅々にまで整備されてきた。その内訳をみると，拠点空港が２８，地方
管理空港が５４，その他空港が７，自衛隊や米軍との共用空港が８である。拠点空港
のうち，成田，中部，関西，伊丹が会社管理空港であり，新千歳，福岡，那覇など
を含む主要な地方空港１８と羽田の合計１９空港が国管理空港である。旭川など５空港
が，国が設置し管理運営は地方自治体で行われる特定地方管理空港である。地方自
治体が設置管理する地方空港５４のうち，本土２０空港，離島３４空港である。その他７
空港には名古屋空港などが含まれている。

�２２ 大阪税関関西空港税関支署（２０１６）「関西空港貿易速報」（１月２６日）（http://www.
customs.go.jp/osaka/toukei/shosho/kanku_２０１５１２.pdf）。

�２３ シンガポールは，アジア NIEs，ASEAN双方に含まれている。
�２４ 上屋とは，港湾や空港などの輸送ターミナルにおいて，貨物の荷捌きや積み下ろ
し，保管などを行うための施設である。空港では駐機場や滑走路に隣接して設置さ
れる。

�２５ ２０１３年１０月１日株式会社 ANA Cargo設立。２０１４年４月より営業開始。
�２６ 沖縄の国際物流拠点形成に向けた施策の展開について文言による明記は，「第３次
沖縄振興開発計画」（１９９２年，当時の沖縄開発庁）の「我が国の南における国際的な
物流中継加工拠点の形成を図る」が最初である。また，その後の「沖縄振興計画」
（２００２年，内閣府）においては，「自立型経済の構築に向けた産業の振興」の節のな
かで，「アジア地域を中心とした国際物流市場の活発化と効率的な物流管理のニーズ
に対応するため，沖縄の地理的特性を生かし，国際的なロジスティクスセンター等
の国際物流関連産業を集積し，国際物流拠点の形成を図る」という記述がある。

�２７ 「国際物流拠点産業集積計画」は沖縄県が策定した。計画期間は２０１４年６月１８日か
ら２０２１年度末までとなっている。
�２８ 指定保税地域，保税蔵置場，保税工場，保税展示場，総合保税地域の５種類があ
る。

�２９ 控除を受ける条件としては，国際物流拠点産業集積地域内において，新たに新設
された常時雇用者数１５人以上の企業で，期間は新設後１０年間となっている。

�３０ 控除の条件には，指定地域内で機械および装置１００万円，建物およびその付属設備
１０００万円を超える設備の新増設をした場合に，法人税，不動産取得税，固定資産税
の５年間の一部課税が免除される。土地については，購入後１年以内に建物建築に
着手した場合に限られる。

�３１ 前者は，保税工場などにおいて，外国貨物を原料として加工または製造された製
品を国内に輸入する際に課される関税について，特定品目を除き原料に対する課税
と製品に対するいずれかの選択が可能である。後者は，保税蔵置場，保税工場，保
税展示場および総合保税地域にかかる許可手数料が半減される。
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（コラム�）貨物ハブとして選ばれるということ

日本とアジア各地とのあいだでは，活発な経済関係が築き上げられ，アジア各地

＝日本の各地，アジア各地＝アジア各地の物流は活発な動きをみせる。航空貨物輸

送は，貨物専用機以外に旅客機の貨物スペース（ベリー）も利用される。アジア主要

都市の空港と日本国内の各空港間のネットワークが緊密に張りめぐらされ，直行便

の就航数が充実しても，物流のニーズを充足できるとはかぎらない。物流を効率的

に行う仕組みとして，那覇空港を拠点に「ハブ＆スポーク」のネットワークが構築

されている。これは２００９年１０月より全日空（ANA）が運用を開始し，２０１３年１０月よ

りANA グループの航空貨物運送事業を担うANA Cargo が運航している。

沖縄は，航空会社による貨物ハブの位置づけ以外に，那覇空港が２４時間空港であ

ること，空港エリアで通関，保管，流通加工が可能なこと，那覇の国際物流特区の

整備，沖縄県の企業立地促進のための支援制度が整っており，日本のほかの空港よ

り立地の面で好条件であるとアピールされている。そのため，日本国内・アジア各

地を１９：００に集荷し，翌日の午前中に日本各地・アジア各地に配達可能なネットワー

クの構築は，新たなビジネスの可能性を産む。貨物ハブでは，航空ネットワークや

さまざまなインフラの整備により，各地域間が効率的かつスピーディに結び付けら

れている。

一方，貨物はひとりでに集まるわけではない。地理的な優位性だけで貨物ハブを

担えるものでもなく，そうかといってさまざまなインフラ整備があれば貨物ハブが

維持できるわけでもない。沖縄をハブに据えた戦略は，アジアを見据えての切り口

であり注目に値する。

しかし，いずれかの条件が変われば，行く末には別のシナリオも生まれる。ANA

Cargoは沖縄貨物ハブ以外に，首都圏の２４時間空港である羽田空港を軸とするネット

ワークを構築している。便数の多さ，大消費地を抱える羽田空港の利用は，効率的

かつスピーディな輸送を実現するのにシンプルでオーソドックスなスキームである。

複数のハブを据えながらの運営は，互いに補完し合う大事な視点に思える。ハブを

どこに据えるのか。ハブ機能に何を備えるのか。地理的条件が優位となる場合，地

理的条件が優位とならない場合もある。唯一の普遍的なスキームなどない。変化の

著しいビジネス環境に絶えず対応できるかどうかが問われている。

（�野 仁子）

66


